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諮問庁：法務大臣 

諮問日：平成２９年６月１５日（平成２９年（行情）諮問第２４８号） 

答申日：平成２９年９月１３日（平成２９年度（行情）答申第２２８号） 

事件名：特定個人の署名・捺印行為が登記名義人に効力を及ぼす法律要件・効

果を示す文書等の不開示決定（不存在）に関する件 

 

 

答 申 書 

 

第１ 審査会の結論 

別紙２の３に掲げる１３５文書（以下，併せて「本件対象文書」とい

う。）につき，これを保有していないとして不開示とした決定は，妥当で

ある。 

第２ 審査請求人の主張の要旨 

１ 審査請求の趣旨 

行政機関の保有する情報の公開に関する法律（以下「法」という。）３

条の規定に基づく開示請求に対し，平成２９年１月１０日付け総第１１号

により，徳島地方法務局長（以下「処分庁」という。）が行った一部開示

決定（以下「原処分」という。）について，以下を求める。 

法務局が，特定の筆界特定事件（以下「本件事件」という。）の筆界特

定書作成判断資料の引用の整合性がない。引用資料の再検討して，整合性

の筆界特定書内容の記載を求める。 

（１）法務局は筆界特定書作成資料として，添付３の徳島県と○○の資料○

～○頁の書面を根拠に作成した。○～○頁の判断資料に整合性がない。

整合性の開示を求める。 

① 添付資料３の①の○頁国の説明は，特定個人Ａの署名・捺印行為は，

平成○年○月○日の「境界確定書」の立ち合い行為者として特定個人

Ｂ・特定個人Ａが署名・捺印して平成○年○月○日に現地協議確認書

（添付○頁も同じ書面）で確認した署名・捺印行為の内容である。特

定個人Ａの署名・捺印行為は，様式４号の立会人の署名・捺印のみで

ある。 

② 法務局は，添付２の○頁の「境界確定書」は，甲地前所有者・乙地

管理者・関係人１・対側地所有者の４名が作成した記載である。○頁

の境界確定協議書で，国有財産管理者と協議者の間で添付３の○頁は，

国有財産管理者が申請者と協議して作成された書面である事を証明し

た。民間人が○頁の作成権限を所持する法的要件の開示を求む。特定

個人Ａの代理権書は存在しない。添付５の○頁○で代理権を否定した。
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（１１号の不開示１９・２０・２２等（別紙２の文書番号を指す。以

下同じ。）で代理権の存在書面はなし）無権代理行為である。無権代

理人の境界確認申請行為が不動産登記法１３２条２項に反しない法的

要件の開示を求む。 

③ ○頁の申請書提出の要件に必要な個別様式４号の署名・捺印した 

行為に対して，法務局は，申請様式集と別書面の署名・捺印行為の境

界確定書に応用可能な法的規定の開示を求む。登記名義人の「意思表

示」が，４名が作成した「境界確定書」に反映された書面の開示を求

む。「様式４号の署名・捺印行為」を境界確定書に署名・捺印して無

権利者であるが，境界確定書を作成したと判断した（不開示７０で権

限を証明する資料を所持していない説明である）。代理権がないのに

境界確定書の効力を登記名義人に及ぼす法的要件の開示を求む（不開

示２０で権限の資料なし）。 

他の資料の不開示資料の開示を求む。特定個人Ａ・特定個人Ｂの署

名・捺印行為は，徳島県を○○に対する４号様式の要件で「現地境

界線」は完了した。 

④ 境界確定書は私的債権契約書である。 

（２）筆界特定資料の収集行為・筆界登記官・筆界調査委員の意見書。 

法務局は不動産登記法１４３条の資料収集行為が存在しない。添付２

の筆界特定書を作成する筆界事実資料を調査取得していない。（不開示

７・１２７) 

筆界調査委員の意見を排除する調査資料を有せず，筆界調査委員の意

見をとりいれない筆界特定書を作成した。（不開示１１６・１１７・１

１８・１１９等）根拠の開示。 

（３）筆界の事実誤認の収集資料調査内容・筆界の認識の対象事実の「事実

認識」が存在しない。 

不動産登記法１４２条・１４３条等で筆界調査委員の意見を参考にし

た資料の登記官の判断対象資料が存在しない。調査資料がなく，筆界特

定調査作成する資料を保持しない。 

筆界特定書は，境界に対する「認識の表示」であるが，認識の表示対

象である，筆界判断の事実資料が存在しなくて，認識の表示を行った判

断は，認識の表示を行う対象が存在しなければ，認識の表示は不可能で

ある。認識の表示対象物の開示を求む。 

（４）隣接地の要件 

「官民境界線の設定について」に関する添付資料は，○～○頁である。 

ア 不動産登記法１２３条は，隣接地に対する境界線の確認要件は，特

定番地Ａに隣接していなければ，法的要件が存在しない。上記添付資

料○～○頁の資料は，添付○・○頁の書面は，上記要件に該当しない。
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提出書面は徳島県知事と○○の関係である。「官民境界線の設定につ

いて」に関係する隣接地の要件に○・○頁の添付書面は，（不動産登

記）法１２３条に該当しない要件であり，書面である添付した調書内

容の開示。 

イ 徳島県と○○の境界確定の「隣接地要件に該当しない要件内容」

（○○と徳島県の債権契約）を用いて，○から○に○ｍの所を境界に

判断した隣接地要件に該当しない「徳島県知事と○○との他人債権契

約」を，添付２の筆界特定書に採用した行為は効力がない違反である。

効力内容の開示を求める。 

（５）筆界調査委員の意見書を踏まえているので，筆界調査委員は，占有界

の考えを記載している。筆界特定書に，占有界の判断がない。 

特定書は，筆界調査委員の意見を踏まえて作成された内容である。筆

界調査委員の意見を排除した筆界特定書と記載されていない。筆界特定

書の意見が筆界特定書に存在する記載である。登記官の考えと，筆界確

定調査委員の意見書を内含した筆界特定調書でありながら筆界調査委員

の意見書の記載が存在しない。２種類の意見の記載を求める。 

２ 審査請求の理由 

（１）審査請求書 

審査請求の理由の内容に，多くの頁数を要して申しわけなく思います。

然し徳島地方法務局が，筆界特定書作成の為の判断資料をねつ造した内

容を用いて筆界特定書を作成しているので，その説明をして判断資料を

誠実にする為に理由書内容を詳細に記載した。裁判関係になっても，法

務局のねつ造事項の内容を整理出来ていれば話は安易に解決可能である

と思います。法律要件「事実資料の解釈」を求めます。但し徳島地方法

務局の特定登記官は不開示７・４６・１２７等で不動産登記法１４２・

１４３条の事実資料を判断する事実の収集行為をしていない説明である。 

法的判断をする為に，正確な法的解釈を願う。審査請求人が法務局の

法的解釈・事実内容の解釈がねつ造した内容と解する事項は下記内容で

ある。 

① 添付３の○～○頁の境界確定協議書資料の解釈である。（以下徳島

県と記す。） 

申請目的は，○頁の境界線確認行為であるが，境界線の隣接地要件

を満たしていない。 

② 特定番地Ｂ前所有者「特定個人Ａ」の立会行為の署名・捺印行為が，

代理権を有する内容の解釈をしている。４号様式の立会行為の署名・

捺印を代理権を所持する者の行為と解釈した。 

③ 債権契約は債権契約の当事者間の効力であるが，他人の債権契約が，

無権代理人に債権契約の効力を及ぼして，結果として本人である登記
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名義人に効力を及ぼす解釈をした。 

  ④ 第三者の債権契約が有効に締結された時は，締結された他人の債権

契約は，無権代理人・及び登記名義人に効力が及ぶ解釈をした。その

根拠の法的要件の開示を請求する。 

⑤ 筆界特定書（添付２）○頁○記載の「境界確定書」は添付３の○頁

の申請行為を，徳島県が協議して交付した書面であるが，「境界確定

書」は，甲地前所有者・乙地管理者・関係人１・対側地所有者の４名

の契約書であると解釈した。「作成調書」の開示。 

⑥ 上記①の徳島県への○頁の申請書は，隣接地の境界確認である。隣

接地の境界確認の要件は不動産登記法１２３条の要件を具備しなけれ

ばならない。然し上記①添付の○・○頁は，不動産登記法１２３条の

要件に該当しない作図申請書である。隣接地を超えた番地を境界線に

該当した敷地の図面である。「特定番地Ａの申請者が，「特定番地Ａ

を飛び越えた○」が特定番地Ａの隣接地に該当」するとした○の先

（具体的説明は，特定番地Ｂの先・特定番地Ｃの先）が特定番地Ａの

先を「作図」して，境界線の確認を求めた。資料○・○頁の隣接地要

件の開示。 

⑦ 原始公図は添付○頁である。法務局は，申請人が提出した○頁は，

原始公図も現在の公図も同じ図面である。添付された公図を検証せず，

隣接地要件に該当しない敷地を隣接地に判断して申請書を受理した。

添付公図のままで，○頁の「境界確定書」を交付したが，公図変更・

○・○の測量図面を測量せずに，○頁の「境界確定書」を交付した。

申請内容の目的である「○頁の境界確定書の境界線の確認」の根拠の

開示。 

徳島県の主張は，意見書３の○頁○記載の，現況を認めた説明であ

る。○頁の立会書面に関連する添付５の○頁の徳島県の書面・添付

１５の審議会の立会人の意見。添付３の○頁の様式４号の立会人の

徳島県の添付３（添付）の意見書○頁○の内容の立会人の意見の説

明の解明。現況の白地を認めた内容が，特定番地Ａの隣接地要件に

該当しない土地を，○の「白地」と判断した内容の意見を提出して

いる。（○・○頁には境界線の記載がない。又添付５の○頁○で境

界線の確定は判断しない内容である。隣接地の要件に該当しない）

土地を隣接地に申請利用しているので○頁の目的は，解決されてい

ない。法務局が，隣接地要件に該当しない土地（（不動産登記）法

１２３条）を認める事は，行政作用としての境界線の変更行為であ

る。この変更する判断は，行政機関である法務局が裁判所の管轄を

排除する行為である。隣接地原始公図番地の変更は法務局の権限外

の行為であると主張する。但し徳島県は，添付３の○頁の○で利用
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実態説明内容で，隣接地に該当しない平面図・断面図の幅を「○

ｍ」の幅を，○で「確定書」に添付されていると意見書にある。 

「この確定書内容」が，添付○・○頁の○ｍの説明であるので，隣

接地要件に反する。法的に排除される内容である。又「確定書」の

内容が徳島県添付の○頁の「境界確定書」を意味するので，論理的

に整合性がない。徳島県の意見書は平成○年○月○日である。筆界

特定書は同年○月○日である。この間の徳島県の意見書作成の「確

定書」の内容月日は徳島県の意見が先である。法務局は，徳島県の

資料の判断をする機会が存在する。資料３６・４６・５３・７６・

８５・１０５で，法務局の判断資料がなく，徳島県の隣接地要件に

該当しない土地を，該当すると判断する根拠の開示を求む。審査請

求で○ｍの「確定書」の内容等を求め公文書の開示を求める。 

⑧ 申請人が上記①～⑦記載内容は，順列組合せの内容で，法的内容を

無視した多くの組み合わせ内容が存在する。審査請求人にとっては，

法律解釈文言等が，正常でなく混乱した規定である。 

内容の間違い・解釈の間違い・等々であるが，特に徳島県の交付し

た○頁に対する○頁の「境界確定書」書面解釈を精査・検討を求む。

及び特定個人Ａの４号様式の署名・捺印が境界確定書作成と関係の

ない署名・捺印である事の検証を求む。 

⑨ 筆界特定書記載内容の文書の定義が支離滅裂である。虚偽公文書作

成罪・行使罪である。 

総第１０１号の不開示「１～１４３」番は，本件事件に記載された

筆界特定書作成資料「不開示文章」である。本件事件の筆界特定書

作成資料は「１～１４３」内容の根拠資料がないが，不開示内容を

根拠とした筆界特定書が記載されている。筆界特定書の根拠資料の

開示を求む。 

ａ 記載内容の根拠の行政文書の開示を求む。特に，特定個人Ａが

無権代理で添付２の○頁○の「境界確定協議書」を４名の乙地管理

者等と作成した法的要件の開示を求む。○頁と整合性ある脱明を求

む。徳島県知事の署名がある添付３の○の「境界確定書」を民間人

が作成する権限の開示。 

ｂ 境界確定協議書の当事者は徳島県と○○である。法務局は特定

個人Ａが境界確定協議書を，無権代理で作成したと法務局が解釈し

た行為は，添付３の「官民境界確定線の設定について」（以下「官

民書」という。）の「境界確定協議書」を○○が徳島県に提出する

添付３の○頁の境界確定協議書内容に必要な書面作成の様式４号の

資料○頁の立会人の書面が必要の為の立会に関与させられた行為で

ある。立会人は平成○年当時の書面は特定個人Ｂの立会も認められ
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ている。登記名義人である必要は存在しない。添付１５の○頁記載。 

ｃ 特定個人Ａの立会人の書面は，特定番地Ａと特定番地Ａの先の

境界の確定の為には，他人も可能である。特定個人Ａも他人である。

○頁の申請書は，立会書不存在の時は，提出要件が不備になり，

「資料○頁の境界確定書」は，徳島県知事から受領できない要件で

ある。 

ア 国有財産法の効力に関して。 

① 不開示資料３６・４６・５３・７６・８５・１０５等の不開示

根拠の開示を求める。 

筆界特定書の○頁○の境界確定書は，和解契約の判断であり，債

権契約である。 

債権契約の当事者は，徳島県知事と○○の債権契約である。○○

請求の官民書の境界確定書は，国有財産法３１条の３の適用はない。

法務局は，境界確定協議書は境界と筆界が一致する事が多いので，

境界確定書を筆界判断の資料とする説明である。この説明は，徳島

県と○○の境界線が筆界関係になる説明であり，○○の確認を求め

た○から○ｍ○の境界が筆界になる説明は法務局の判断誤りである。

法務局が○頁○の境界確定書を，甲地前所有者・乙地管理人・関係

者１・対側地所有者の４名で締結されたものと解釈するので，４名

の境界確定書の如何なる部分が，筆界と一致するのかの説明を求む。

不動産登記法１３２条１項２号に反する○頁の「境界確定書」は○

○が○頁で徳島県に請求した行為である。○○が境界確定を請求し

た申請書面であり，法務局の４名の作成「境界確定書」ではない

（境界確定書○頁○の境界画定書）。他の３名の請求書面の開示を

求む。境界画定書発行者は徳島県知事である。 

（以下略） 

イ 筆界特定書○頁記載の境界確定協議書（公文書を民間人の契約で締

結可能な見解の開示を求む）・特定個人Ａの署名・捺印行為は，様式

４号の署名・捺印行為の効力のみである。無権代理行為（不開示１

９）・債権の第三者に対する効力関係。 

（以下略） 

ウ 無権代理人の行為と登記名義人に効果が及ぶ内容。特定個人Ａの署

名捺印行為は様式４号の立会人としての署名・捺印行為である。様式

４号の署名・捺印行為を，境界確認行為の署名・捺印行為に変更して

境界確定書を記載した。無権代理人の署名・捺印行為と解する法的資

料の開示を求める。 

（以下略） 

  エ 隣接地の要件に関して。 



 7 

   ① 不動産登記法１２３条には隣接地でなければ，隣地確認の要件を

満たさない規定である。 

    ａ 添付３の○～○頁の資料は，特定番地Ａの○○が，徳島県知事

に境界画定を求めた書面である。○・○書面は隣接地要件の書面

ではない。隣接地の書面とする開示請求。 

     （以下略） 

  オ 筆界特定調書の調査委員の意見書と筆界特定書の関係。 

① 添付１１の期日調書及び筆界特定意見書を筆界調査委員が（不

動産登記）法１４３条の報告を登記官にした。別添１１の内容は，

別添１１の○頁資料の筆界に対する判断は，占有界を基準とした意

見書である。 

（以下略） 

   ※ 添付資料については省略。 

（２）意見書 

 審査請求人から平成２９年７月１５日付け（同月１８日受付）で意見

書が当審査会宛てに提出された（諮問庁の閲覧に供することは適当でな

い旨の意見が提出されており，その内容は記載しない。）。 

第３ 諮問庁の説明の要旨 

１ 本件審査請求について 

本件審査請求は，徳島地方法務局に申請された特定番号の筆界特定事件

（本件事件）に関する行政文書の開示請求（平成２８年９月２０日受付第

１０１号）に対する処分庁の行政文書不開示決定（原処分）を不服として

行われたものである。 

なお，審査請求書の記載内容から，部分開示した文書の不開示部分の公

開や存否を明らかにしないで開示請求を拒否した文書の開示を求めるもの

ではないと判断した。 

２ 原処分について 

本件審査請求の対象となっている開示請求書の記載内容から，対象文書

を直ちに特定することが困難であったため，処分庁は，審査請求人との間

でＦＡＸ等でやり取りを行い，平成２８年１２月６日に審査請求人から提

出されたＦＡＸの記載内容に基づき対象文書を特定した上で決定を行った。 

３ 原処分の妥当性について 

処分庁は，別紙２の３に掲げる行政文書は保有していないとして，不開

示決定を行っている。 

処分庁による対象文書の特定について検討すると，審査請求人から提出

されたＦＡＸの記載内容に基づき，別紙２に記載した文書１から文書１４

３までの文書を特定しており，審査請求人の記載とほぼ同じ内容で文書を

特定していることから，処分庁による対象文書の特定は妥当であると判断
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できる。 

対象文書について，処分庁が別紙２の１以外の行政文書（別紙２の２に

掲げる文書を除く。以下同じ。）は存在しないとして不開示したことにつ

いて検討すると，審査請求人が審査請求書において存在すると主張する行

政文書は，筆界特定の検討に当たり作成することが法令及び通達上で規定

されているものではなく，また，徳島地方法務局における本件事件の筆界

特定手続記録中にも存在しないことが認められることから，処分庁におい

て作成・保有していないことは明らかである。 

よって，対象となる行政文書は，別紙２の１以外存在しないと認められ，

これを保有していないとして不開示決定をした処分庁の原処分は妥当であ

ると判断できる。 

第４ 調査審議の経過 

当審査会は，本件諮問事件について，以下のとおり，調査審議を行った。 

① 平成２９年６月１５日 諮問の受理 

② 同日         諮問庁から理由説明書を収受 

③ 同年７月１８日    審査請求人から意見書及び資料を収受 

④ 同年８月７日     審議 

⑤ 同年９月１１日    審議 

第５ 審査会の判断の理由 

１ 本件開示請求について 

本件開示請求は，別紙１に掲げる文書（以下「本件請求文書」とい

う。）の開示を求めるものである。 

処分庁は，別紙２に掲げる文書１ないし文書１４３を本件請求文書に該

当する文書として特定した上で，そのうち別紙２の１に掲げる７文書につ

いて，その一部を法５条１号に該当するとして不開示とし，別紙２の２に

掲げる１文書について，その存否を答えるだけで同号の不開示情報を開示

することとなるとして，その存否を明らかにしないで開示請求を拒否し，

別紙２の３に掲げる１３５文書（本件対象文書）について，これを保有し

ていないとして，不開示とする原処分を行った。 

これに対し，審査請求人は，本件対象文書について開示を求めていると

解されるが，諮問庁は，原処分を妥当としていることから，以下，本件対

象文書の保有の有無について検討する。 

２ 本件対象文書の保有の有無について 

（１）諮問庁は，原処分について，以下のとおり説明する。 

  ア 処分庁は，開示請求書の記載内容から，対象文書を直ちに特定する

ことが困難であったため，審査請求人との間でＦＡＸ等でやり取りを

行い，平成２８年１２月６日に審査請求人から提出されたＦＡＸ（以

下「本件ＦＡＸ」という。）の記載内容に基づき対象文書を特定した。 
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  イ 処分庁は，本件ＦＡＸの記載内容に基づき，別紙２に掲げる文書１

から文書１４３までの文書を特定しており，審査請求人の記載とほぼ

同じ内容で文書を特定していることから，処分庁による対象文書の特

定は妥当であると判断できる。 

  ウ 処分庁が本件対象文書は存在しないとして不開示としたことについ

て検討すると，審査請求人が審査請求書において存在すると主張する

行政文書は，筆界特定の検討に当たり作成することが法令及び通達上

で規定されているものではなく，また，徳島地方法務局における本件

事件の筆界特定手続記録中にも存在しないことが認められることから，

処分庁において作成・保有していないことは明らかである。 

（２）まず，本件対象文書の特定について検討すると，当審査会において，

諮問書に添付された本件ＦＡＸの写しを確認したところ，本件ＦＡＸに

は，審査請求人が処分庁の職員に対し，本件事件に係る筆界特定書等の

特定の記載や判断について，審査請求人が納得できない事項や疑問があ

る事項等について，その根拠を示す文書や説明等を求め，それに係る文

書の開示を，本件開示請求において求める旨が記載されていると認めら

れる。そして，本件ＦＡＸの記載と，処分庁が本件請求文書に該当する

として特定した別紙２に掲げる各文書の名称を対比して検討すると，上

記各文書は，本件ＦＡＸの記載について，内容ごとに分割した上で，そ

の記載の各要旨を本件請求文書に該当する文書として特定したものと認

められることから，文書の特定については，特段問題はないと認められ

る。 

（３）次に，本件対象文書の保有の有無について検討すると，本件対象文書

は，上記（２）のとおり，本件事件に係る行政文書であることを前提と

したものであって，これらの文書の名称や本件ＦＡＸの記載等に照らせ

ば，筆界特定の検討に当たり作成することが法令及び通達上で規定され

ているものではないとする諮問庁の説明は，特に不自然，不合理な点は

なく，これを覆すに足りる事情も認められないから，首肯できる。 

   さらに，徳島地方法務局における本件事件の筆界特定手続記録中にも

存在しないとする諮問庁の説明について，当審査会事務局職員をして諮

問庁に確認させたところ，本件開示請求に係る行政文書は，本件事件の

筆界特定手続記録中に編てつされるところ，当該記録中には，本件対象

文書に該当する文書は存在せず，当該記録以外の文書ファイルについて

も探索し確認したが，本件対象文書に該当する文書の存在は確認できな

かったとのことであり，この説明に特に不自然，不合理な点はないこと

から，文書の探索の範囲及び方法について，特段の問題があるとは認め

られない。 

（４）したがって，徳島地方法務局において本件対象文書を保有していると
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は認められない。 

３ 審査請求人のその他の主張について 

審査請求人は，その他種々主張するが，当審査会の上記判断を左右する

ものではない。 

４ 本件不開示決定の妥当性について 

以上のことから，本件対象文書につき，これを保有していないとして不

開示とした決定については，徳島地方法務局において本件対象文書を保有

しているとは認められず，妥当であると判断した。 

（第１部会） 

委員 岡田雄一，委員 池田陽子，委員 下井康史 
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別紙１（開示請求書の記載） 

 

 下記公文書の開示を請求する。 

１ 期日調書・筆界特定意見書（筆界特定委員・土地家屋調査士の筆界特定

意見書） 

２ 筆界特定書○頁の「境界確定書」作成資料の全公文書の開示。 

特に別紙内容の公図も添付書面であるので同時開示を求める。 

３ 特定個人Ａの代理権を有する代理書面の開示。 

４ 特定番地Ａと特定番地Ａの先の境界確定書を作成する基礎公文書。 

５ 通達第８８条「調査素図」・第９０条「論点整理書面」・第９１条「特

定調査書面」の開示。 

６ 境界確定協議書は特定番地Ａと特定番地Ａの先の境界確定申請である。 

この番地の境界確定は，上記２の公図記載の通り，「長狭物の○（法定

外国有財産）である」。 

この○に該当する範囲は，上記２の図面は，「○，○，○，○，○，○，

○，○，○，○，○，○，○，○，○，○の各番地に関係する長狭物の

「○」である。境界確定協議書は，上記地番に関係する申請書面である。 

この番地に対する効力内容が，特定番地Ａと特定番地Ａの先の番地の境

界確定書に関係する筆界特定書である。 

上記「○」～「○」番地に関係する関係書面の開示を求む。申請書面の

内容は，特定番地Ａと特定番地Ａの先の境界確定である。上記「○」～

「○」番地の書面の不存在の時は筆通特第９－１号の○の効力に影響する

内容の公文書の開示。 

特定番地Ｂと同じ地位の番地は，○，○，○，○，○番地が該当する。

特定番地Ａと特定番地Ａの先の番地の境界確定書に関して，登記書面等と

正式の測量図が存在しない。特定番地Ｂと同列の上記○，○，○，○，○

番地にも効力が及ぶので，この番地の登記名義人に及ぶ書面等の開示を求

む。 

書面が不存在でも，同じ範囲の条件であるので筆通特第９－１号の効力

が及ぶ。及ばないときは及ばない内容の公文書の開示を求む。 
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別紙２（原処分において特定した文書） 

 

１ 開示文書（一部開示文書を含む。） 

文書５ 期日調書及び筆界特定意見書 

文書５２ 不動産登記法１４３条に基づき収集した資料名及び日時を示す資

料として，意見等目録及び資料目録 

文書８３ 平成１７年１２月６日民二第２７６０号法務省民事局長通達（以

下「通達」という。）記第５の事前準備調査の結果，申請人・関係

人・その他の者から聴取した主張等を踏まえた筆界に関する論点整理

内容を示す公文書，調査結果資料，申請人・関係人・その他の者から

聴取した主張の論点内容を示す公文書として，現地調査調書 

文書８８ 特定番地の分筆・合筆の登記簿面積及び登記簿の資料 

文書１１７ 不動産登記法１４３条の工作物・囲障・登記記録・地図・公図

等の経緯調査内容を示す公文書としで，本件手続記録のうち筆界特定

申請書，期日調書及び第二分類に編綴された書類一式（ただし，他の

項番と同一の行政文書については，重複するため，開示を省略しま

す。） 

文書１２８ 筆界調査委員が事実調査を行った事実調査資料 

文書１３３ 本件手続記録○及び○頁の登記名義人の署名・捺印名を記載す

る公文書として，平成○年○月○日付け現地協議確認書 

 

２ 存否応答拒否文書 

文書４３ 無権代理人特定個人Ａが署名・捺印した書面 

 

３ 不開示文書（本件対象文書） 

  本件事件に係る行政文書のうち， 

文書１ 特定個人Ａの署名・捺印行為が登記名義人に効力を及ぼす法律要

件・効果を示す公文書 

文書２ 債権契約が第三者に効力が及ぶ法的内容を示す公文書 

文書３ 私人の境界確定行為に対して国有財産法の適用が存在することを示

す公文書 

文書４ 法務局が不動産登記法１２３条の要件に該当しない土地を境界確定

要件にした法的内容を示す公文書 

文書６ 筆界調査委員が筆界特定のために職務上取得した資料 

文書７ 境界確定書を作成する際の全て資料 

文書８ 国が境界確定を請求しない時に国有財産法が適用される法律要件を

示す公文書 

文書９ 債権契約の和解契約が第三者に効力を与えることを示す公文書 
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文書１０ 平成○年○月○日付け境界確定協議書（以下「境界確定協議書」

という。）の内容が原始公図を変更する効力を有する法的効力を示す

公文書 

文書１１ 境界確定協議書が国有財産法の効力を有すると判断する構成要件

を示す公文書 

文書１２ 本件手続記録○頁ないし○頁の資料が国有財産法の適用効力を有

する公文書 

文書１３ 境界確定協議書によって境界線を決定し，番地の記載をした書面 

文書１４ 国有財産法３１条の３の法的解釈で境界確定協議書について国が

境界の協議を求めた解釈を示す公文書 

文書１５ 国有財産法３１条の３に規定する手続が不存在であっても国有財

産法の適用が存在することを示す規定 

文書１６ 平成○年○月○日付け境界確定書（以下「境界確定書」とい

う。）が債権契約である和解契約の当事者と法務局が判断したことを

示す公文書 

文書１７ 個人の債権契約が公法（国有財産法）の適用を認める契約内容解

釈になる公文書 

文書１８ 境界確定書を書面の根拠とした契約内容を示す公文書 

文書１９ 無権代理人特定個人Ａの有権代理権の書面を示す公文書 

文書２０ 無権代理人の署名等が登記名義人に対して効力が及ぶとする法律

要件を示す公文書及び境界確定の効力が及ぶ当事者を示す公文書 

文書２１ 国有財産法の性質を有する解釈の法的要件を示す公文書 

文書２２ 無権代理人の署名等が有権代理権を有する効力の債権契約の効力

を示す公文書 

文書２３ ○・○の所在と特定番地Ａ地先の申請書の隣接地に該当しない要

件を法務局が隣接地の要件として認めた法的要件を示す公文書 

文書２４ ○から○に○メートル○した所が境界であると判断する申請書 

文書２５ 本件手続記録○頁の土地調書に乙地管理者の氏名の記載がない理

由を示す公文書 

文書２６ 境界確定協議書が境界確認行為である境界確定申請書の要件に欠

ける行為である理由を示す公文書 

文書２７ 原始筆界の公図に反して○の○の○に○を認めた理由を示す公文

書 

文書２８ 法務局が国有財産法の適用を認めたことを示す資料 

文書２９ 国有財産法３１条の４第５項の通知行為・広告行為を示す公文書 

文書３０ 境界確定書が国有財産法の効力を所持することを示す資料 

文書３１ 法務局が国有財産法の規定の適用を認め，国の隣接者に対する境

界確定の請求，通知書面の送付，市町村職員の立会行為，協議確定の
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書面及び国有財産法施行規則の適用について法的効力を有することを

示す公文書 

文書３２ 本件手続記録の○ないし○頁の資料が第三者に効力が及ぶことを

示す公文書 

文書３３ 国が境界の確定を要求した内容でないのに国有財産法の適用が存

在することを示す公文書 

文書３４ 特定番地Ａの所有者及び乙地管理者が○から○に○ミリメートル

○した所が甲地と乙地の境界である申請書を提出した書面及び当該書

面の提出者の氏名を示す公文書 

文書３５ ○から○に○メートル○した所が特定番地Ａの境界確定要件であ

る不動産登記法１２３条に該当することを示す公文書 

文書３６ ○から○に○ミリメートル○に平行移動した所が甲地北側と乙地

の筆界であると判断する申請資料及び当該資料の請求者を示す公文書 

文書３７ 隣接地要件を満たした所有者が申請した公文書 

文書３８ ○の○面に沿った線が対測地（特定番地Ａ）と○（○）との境界

線との認識であるとの証言を否定することを示す公文書 

文書３９ 債権契約が第三者に効力を及ぼすことを示す公文書 

文書４０ 私人が請求した境界確定協議書が国有財産法３１条の３の規定の

要件を充足した事実内容・法的内容であることを示す公文書 

文書４１ 代理権を保持しない特定個人Ａの署名・捺印行為が登記名義人を

代理する公文書の規定を示す公文書 

文書４２ 境界確定協議書の無権代理人の行為が登記名義人に効力を及ぼす

規定の内容を示す公文書 

文書４４ 徳島県の意見書を法務局が認めた境界確定協議書の内容が，国隣

接地に境界確定を求めた内容を示す公文書の規定 

文書４５ 徳島県の意見書を本件筆界特定書に引用した内容が国有財産法３

１条の３の規程を排除せずに境界確定書に国有財産法の効力を認めた

内容を示す公文書 

文書４６ 境界確定書に○から○に○ミリメートル移動した所が境界である

とする申請書及び資料 

文書４７ 特定番地Ａ所有者が不動産登記法１２３条の隣接地確認行為の法

律要件を充足した内容を示す公文書 

文書４８ 特定番地Ａの所有者の申請に対して，法務局が隣接地でない隔離

した地番に対して境界確定書を認めた法律要件を示す公文書 

文書４９ 原始公図を変更する公図変更資料 

文書５０ 国有財産法３１条の３第３項の書面 

文書５１ 原始公図を無視して筆界を認めた資料 

文書５３ 原始公図を基準とした内容解釈で○から○ミリメートル○に移動
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する判断をしたことを示す資料 

文書５４ 総合的判断の前に収集した事実資料が行政作用としての原始筆界

を変更する資料としての効力を有する内容を示す公文書 

文書５５ 行政作用としての筆界を判断する事実資料を収集した内容と不動

産登記法１４３条の収集事実資料を基準としたその他の総合的判断が

原始筆界を変更する効力を有することを示す公文書 

文書５６ 事実資料を基準とした内容及び筆界調査委員の筆界意見書を排除

する判断をしたことを示す公文書 

文書５７ 境界確定要件が不動産登記法１２３条の要件に該当する内容を示

す公文書 

文書５８ 不動産登記法に反する境界確定要件を求める法律要件を示す公文

書 

文書５９ 国が隣接地の境界確定書を請求した内容を否定することを示す公

文書 

文書６０ 特定番地Ａと特定番地Ａ地先の所有者の民事の境界である内容を

否定する法律要件を示す公文書 

文書６１ 法務局の筆界行為の手続が隣接地の所有者等に通知行為が存在し

ないときに境界変更を有効とする内容と国有財産法３１条の３の通知

行為の不存在が手続規定の効力を生じない規定であることを否定する

法務局の考えを有効とする内容を示す公文書 

文書６２ 国有財産法３１条の３第３項の手続規定で確定した内容の書面化

が規定されているところ，書面化の義務規定を示す公文書 

文書６３ 国有財産法３１条の３第４項では協議が成立しないときは法的効

力の不存在を規定しているにもかかわらず，効力が及ぶ内容を示す公

文書 

文書６４ 登記名義人に対して国有財産法３１条の３の規定を排除して登記

名義人に対する効力が及ぶ内容を示す公文書 

文書６５ 無権代理人が債権契約である和解契約に署名した行為が登記名義

人に効力を及ぼす法律要件を示す公文書 

文書６６ 債権契約が他人に対して効力を有する法律要件を示す公文書 

文書６７ 無権代理人の行為が登記名義人に対して効力が及ぶ法律要件を示

す公文書 

文書６８ 無権代理人の意思表示の目的の説明及び意思表示の内容を示す公

文書 

文書６９ 登記名義人の法律行為の意思内容の表示行為の存在を説明した公

文書 

文書７０ 所有権の売却後に前所有者が代理権を所持する法的要件を示す公

文書 
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文書７１ 代理権の存在の証明を示す公文書 

文書７２ 第三者の無権代理人が無権限で他人の契約に署名した内容が特定

番地Ｂ登記名義人に効力が及ぶ法律要件を示す公文書 

文書７３ 無権代理人の立会行為・現地協議確認行為が，所有権の処分行為

を包含している法律要件を示す公文書 

文書７４ 特定番地Ｂ及び特定番地Ｃ地先と特定番地Ａの境界確定要件を認

めた法務局の法的要件を示す文書 

文書７５ 境界確定協議書及び境界確定書の番地が相違することを示す資料 

文書７６ 境界確定協議書及び境界確定書を法務局が○から○メートル○に

移動した所が境界と認定した根拠を示す資料 

文書７７ 境界確定協議書の番地に関する資料 

文書７８ 筆界特定書の第３の４の原始筆界を変更する測量値資料及び測量

した年月日及び立会人を示す公文書 

文書７９ 原始公図を変更する国有財産法３１条の３の手続書面規定を示す

公文書 

文書８０ 国有財産法の効力を生じた内容と書面を求めている国有財産法の

効力を排除して効力が生じる法的効力を示す資料 

文書８１ 境界確定協議書で変更した公図と不動産登記法１４条の公図の効

力の相違を示す資料 

文書８２ 不動産登記法１４条４項の地図に準ずる図面に不動産登記法１４

３条で収集した情報の表示をした内容を示す公文書 

文書８４ 通達記第５の８９の現況等把握調査で作成した測量図・その他の

現況を示す図面で申請人等が主張する筆界の位置・筆界調査委員の調

査資料での調査内容の表示，争点及び公図変更内容を示す公文書 

文書８５ 法務局が○から○に○メートル移動した所が境界であると判断し

た根拠資料 

文書８６ 筆界調査委員の対象土地の筆界に関する事前準備調査の結果及び

論点整理内容で筆界点となる可能性のある点の位置の現地での確認行

為を示す公文書 

文書８７ 境界確定協議書の和解契約での和解内容の調査資料及び法務局が

和解契約を調査した資料 

文書８９ 原始公図との比較公図 

文書９０ 申請人が建築確認概要書の請求を要求した時点で法務局が公的資

料の収集をしていた内容を示す公文書 

文書９１ 徳島県の意見書で公図変更を認めたことを示す法務局の資料 

文書９２ 筆界特定書の○頁で法務局が和解契約と断定した相互の譲歩及び

和解内容を示す公文書 

文書９３ ○・○の面積・長さの測量図を添付せずに記載変更を認めた法務
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局の法的要件を示す公文書 

文書９４ 特定番地Ａの所有者と徳島県が和解契約である債権契約で解決し

た内容が他の登記名義人に対して効力が及ぶ法的要件を示す公文書 

文書９５ 和解契約の和解内容の調査資料 

文書９６ 筆界特定申請書の内容を排除したことを示す資料 

文書９７ 筆界調査委員作成の筆界特定意見書の結論を採用せずに筆界特定

書を作成した根拠を示す公文書 

文書９８ 不動産登記法１４３条の事実調査内容と別の事実調査内容を示す

公文書 

文書９９ 筆界特定登記官が不動産登記法１４３条の事実調査内容を否定し，

筆界調査委員の意見書を排除した筆界特定書を作成するための事実調

査内容と筆界調査委員の筆界特定意見書を排除する法的要件を示す公

文書 

文書１００ 専門家である筆界調査委員の専門的調査内容を排除する事実内

容を示す公文書 

文書１０１ 筆界特定書の○頁の「第３ 本件筆界に対する判断」の内容を

否定する公文書 

文書１０２ 無権代理人の署名が登記名義人に対して効力が及ぶ法的要件を

示す公文書 

文書１０３ 筆界調査委員意見書を排除する調査事実を示す公文書 

文書１０４ 債権契約で筆界の変更が可能な法的規定を示す公文書 

文書１０５ 境界確定協議書において○から○に○ミリメートル移動した所

が筆界であるとした記載を示す公文書 

文書１０６ 無権代理人の行為の法的有効性を示す公文書 

文書１０７ 筆界特定書の内容が筆界特定書に記載された法律要件に該当し

ない要件を法律要件に該当した内容として効力を認めて解釈したこと

を示す公文書 

文書１０８ 筆界特定書の○頁第３の３の境界確定書に関する解釈で説明し

た規定内容及び国有財産法の効力が及ぶと解釈することを示す公文書 

文書１０９ 債権契約で行政作用とした筆界を変更可能であるとする法的要

件を示す公文書 

文書１１０ 無権代理人の署名が法定代理人・登記名義人に効力が及ぶ法律

要件を示す公文書 

文書１１１ 無権代理人が処分行為の権限を有することを示す公文書 

文書１１２ 立会人が処分権限・立会人が代理権を有する法律要件を示す公

文書 

文書１１３ 特定番地Ａの筆界を○から○に○メートル移動した法律要件を

示す公文書 
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文書１１４ 特定番地Ａの境界線を特定番地Ｂ・特定番地Ｃ地先に移動する

法律要件を示す公文書 

文書１１５ 筆界特定書の境界線は○が存在する原始公図に基づく位置を境

界確定書としていることを説明する内容を示す公文書 

文書１１６ 筆界調査委員の意見が存在しない意見を示す公文書と筆界特定

書との関係を示す公文書 

文書１１８ 筆界調査委員の意見に同意できない部分の記載を示す公文書 

文書１１９ 筆界調査委委員に反する事実を収集し，取得した資料 

文書１２０ 境界確定協議書に国有財産法の規定が適用されることを示す公

文書 

文書１２１ 特定番地Ｂ及び特定番地Ｃ登記名義人に対しての国有財産法３

１条の３の通知書面及び当該通知行為の確認書面 

文書１２２ 私人の境界確定協議書に関して国有財産法の規定適用要件を示

す公文書 

文書１２３ 私人である特定番地Ａの所有者の行為としての国有地の調査手

段通知行為及び通知手段を示す公文書 

文書１２４ 国有財産法３１条の３の手続規定の通知書面 

文書１２５ 不動産登記法１４３条で筆界特定登記官が事実調査資料を取得

する権限を示す公文書 

文書１２６ 筆界特定登記宮が筆界調査委員の事実調査を排除する権限規定

の根拠を示す公文書 

文書１２７ 不動産登記法１４３条の必要的記載事項を記載した調査資料 

文書１２９ 筆界特定意見書及び申請人の意見を拒否する内容の法的要件を

示す公文書 

文書１３０ 不動産登記法１４３条の「その他の事情を総合的」に判断する

内容の個別事実資料 

文書１３１ ○，○，○，○，○，○，○，○，○，○，○，○，○，○，

○及び○（以下「１６筆の土地」という。）の登記名義人が立ち会っ

たことを示す立会書 

文書１３２ １６筆の土地の登記名義人に対する通知書面及び立会い書面 

文書１３４ 法務局が１６筆の土地の住人の立会い行為が必要でないと判断

したことを示す公文書 

文書１３５ 第三者に効力が及ばない契約が第三者に効力が及ぶと判断した

ことを示す資料 

文書１３６ 債権契約で公図の変更が可能と法務局が判断することを示す資

料 

文書１３７ 特定番地Ａ登記名義人の境界確定行為が特定番地Ａと特定番地

Ａ地先の○利用者に関係なく申請可能な要件を示す公文書 



 19 

文書１３８ １６筆の土地の登記名義人を排除して特定番地Ａと国との関係

で公図変更が可能なことを示す公文書 

文書１３９ 特定番地Ａの土地の利用者の申請書面で国有財産の公図変更行

為が可能と解する法務局の公文書 

文書１４０ 特定番地Ａの土地の登記名義人の境界申請書を特定番地Ｂ及び

特定番地Ｃ地先に認めた法律に反する要件を隣接地の所有者と認める

法務局の判断を示す公文書 

文書１４１ 和解契約の条件である特定番地Ａの測量地を示す公文書 

文書１４２ 特定番地Ａ○側の筆界は○から○メートル○側の所と判断した

ことを示す公文書 

文書１４３ 特定番地Ａの○側の○の測量値を示す測量図 

 


